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学説の動向として東京高裁平成 15 年 9 月 9 日判決（萬有製薬事件）を事例として交際費
等の判定要件（三要件説）について検討する。 





























1. 交際費課税の創設（昭和 29 年～35 年） 
 交際費課税は、昭和 29 年に租税特別措置法において臨時の措置として設けられ、昭和
29 年 4 月 1 日以後開始する事業年度から適用された。この交際費課税については、創設前
年の昭和 28 年度税制改正において、法人税法のなかにこれを含めて提案されたが、国会
が解散されて、総選挙が行われたこともあって、この改正法案は成立しなかった。続く昭














① 資本金 500 万円以上の法人（国税局の調査課所管法人）のみについて、その支出交
際費額が○イ 基準年度の交際費額の 7 割相当額（実績基準）又は、○ロ 取引高ごとに
事業の種類ごとに定められた一定の割合を乗じた金額（取引基準）のいずれか高い
方の金額を超えているときに、その超える部分の金額の 2 分の 1 相当額を損金不算
入とする。 
② 基準年度の交際費額とは、昭和 29 年 4 月 1 日を含む事業年度開始の日前 1 年内に
                                                   
1 武田昌輔 編著 『法人税法コンメンタール』第一法規（平成 21 年） 3182 頁 






③ 取引基準は、銀行及び信託業 0.5％、製造業 0.8％、卸小売業 0.25％、貿易業 0.75％、




注目される。その後、昭和 31 年の税制改正で、損金不算入割合を限度額の 50％から 100％
へ引上げ、昭和 32 年改正で実績基準の 70％から 60％への引下げ、取引基準の率の 5 割程
度（製造業 0.8％→0.4％等）の引下げ、適用法人の資本金 1,000 万以上への引上げ（国税
局調査課所管法人の限度引上げに伴うもの）が行われている。昭和 34 年度改正で、実績
基準への 29 年基準（60％）のほか、33 年基準（80％）の追加が行われている。この昭和













                                                   
3 吉牟田勲「交際費の損金性、冗費性の分析と課税方式のあり方」『日税研論集 vol.11』 
日本税務研究センター (平成元年)  15 頁 
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2. 定額基礎控除方式（昭和 36～41 年） 
 昭和 36 年の改正では、この交際費の制度について全面的な改正が行われた4。 
政府の税制調査会で根本的検討が行われ、次のような問題点が指摘された5。 
① 取引基準は、大法人に有利（資本金 100 億円以上の法人の否認割合 1.5％に対し、1














1,000 分の 1 に相当する金額に 300 万円を加算した金額である。これが、現行規定の原型
である。その後、この方式の交際費課税制度は、昭和 39 年度改正で、損金不算入割合が
20％から 30％に引き上げられ、また、自己資本基準の基礎控除が、利益積立金を含む自己
資本の 0.1％から資本金及び資本積立金の 0.25％に改められ、昭和 40 年度改正で、損金不
算入割合が 30％から 50％に引き上げらえている。また、昭和 39 年度改正で輸出交際費は、
別枠で全額損金算入を認める改正が行われている。 
 
3. 増額（減額）支出に対する課税強化（緩和）（昭和 42～56 年） 
 昭和 42 年 2 月の税制調査会の「昭和 42 年度の税制改正に関する答申」は、「その適用
                                                   
4 前出（1）3187 頁 
5 前出（3）15 頁 























 その後、昭和 44 年度改正で、損金不算入割合が 50％から 60％に、昭和 46 年度改正で
70％に、昭和 48 年度改正で 75％に、昭和 51 年度改正で 80％に、昭和 52 年度改正で 85％
に引上げられている。さらにこの間、昭和 49 年度改正で、資本金基準の基礎控除額を資
本金等の 0.25％から 0.1％へ、昭和 51 年度改正で 0.05％へ、昭和 52 年度改正で 0.025％
へ引き下げられている。そして、昭和 54 年度改正では、定額の基礎控除を原則として 400
万円から 200万円に引き下げ、資本金 1,000万円以下の法人 400万円を、1,000万以上 5,000
万円以下の法人は 300 万円としている。資本金基準の基礎控除を廃止し、損金不算入割合
                                                   
7 税制調査会「昭和 42 年度の税制改正に関する答申」（昭和 42 年 2 月）第 1 の 5 の（3） 
8 前出（1）3189 頁 















申した。この答申を受け、昭和 57 年の税制改正は、3 年間の措置として、次のような改正
を行った。 
① 損金不算入割合が一律に 90％から 100％へ引上げられ、これに伴い、基準交際費額
より増加または減尐した場合の課税強化または軽減措置も廃止し 
② 定額の基礎控除も、資本金 5,000 万円超の法人については廃止し 
③ 資本金 1,000 万円以下の法人の年 400 万円、資本金 1,000 万円超～5,000 万円以下





5. 中小法人に対する特例（平成 6～17 年）  





                                                   





必要がある11。」と答申した。この答申は、昭和 61 年 10 月の「税制の抜本的見直しについ
ての答申」における「交際費課税についての現行制度は当面維持していくものと考えられ
るが、中小企業の定額控除については、そのあり方を見直すべきある12。」とする考え方が
背景にあり、これを引き継いだものである。このため、平成 6 年 4 月以降は、中小企業（資
本金 5,000 万円以下）の法人の定額控除限度額以下の部分についても 10％相当額を損金不
算入（限度超過額は全額損金不算入）とする改正を行った。 
次いで、法人税制の抜本的改革の方向を示した政府税制調査会法人課税小委員会報告







を 20％に引き上げた。平成 14 年度改正では、景気対策から中小企業に対する定額控除額
の区分を改正した。平成 15 年度改正では、不況のため交際費課税の見直しが行われた。
400 万円の定額控除を認める対象法人の範囲を資本金 1 億円以下の中小法人に拡大すると
ともに、定額控除枠内の損金不算入割合を 10％（改正前 20％）に引き下げた上、その適
用期限を 3 年間延長し、平成 18 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業年度について適用
されることとされた。 
 
6. 飲食費に対する軽減（平成 18 年～） 
 平成 18 年度の税制改正においては、交際費等の範囲から一人当たり 5,000 円以下の一
定の飲食費が除外されるとともに、その適用期限を 2 年延長し、平成 20 年 3 月 31 日まで
の間に開始する事業年度について適用されることとされた。この改正は、与党の平成 17
                                                   
11 税制調査会「今後の税制のあり方についての答申」（平成 5 年 11 月）第 2 の 1 の 2 の 2 の
（4） 
12 税制調査会「税制の抜本的見直しについての答申」（昭和 61 年 10 月）第 2 の 2 の 4 の（5） 











人に係る定額控除限度額を 400 万円から 600 万円に引上げる。」とされ、中小法人に対す
る定額控除限度額が引き上げられたのである。 
 
第 2 節 現行規定の概要 
1. 法令の規定 
（1）交際費等の損金不算入 
 租税特別措置法第 61 条の 4 は、交際費等の損金不算入について、次のように規定して
いる。 






一 当該交際費等の額のうち 6 百万円に当該事業年度の月数を乗じてこれを 12 で除して
計算した金額（次号において「定額控除限度額」という。）に達するまでの金額の 100 分
の 10 に相当する金額  
二 当該交際費等の額が定額控除限度額を超える場合におけるその超える部分の金額」 
つまり、交際費課税の原則は、支出した金額の全額が損金不算入ということである。た
                                                   
14 前出（9）2053 の 11 頁 






（イ）当期の支出交際費等の額のうち、600 万円に当期の月数を乗じ 12 で除した金額（定
額控除限度額）の 10％相当額 
（ロ）当期の支出交際費等の額のうち年 600 万円（定額控除限度額）を超える金額 
また、租税特別措置法施行令第 37 条の 4 は、交際費等の損金不算入に規定する法人の
資本金の額又は出資金の額に準ずるものの範囲等を次のように規定している。  









れているときは、その額を加算した金額とする。）の 100 分の 60 に相当する金額  
二  公益法人等又は人格のない社団等（次号から第 5 号までに掲げるものを除く。） 当
該事業年度終了の日における資本金の額又は出資金の額に同日における総資産の価額のう
ちに占めるその行う法人税法第 2 条第 13 号 に規定する収益事業（以下この条において「収
益事業」という。）に係る資産の価額の割合を乗じて計算した金額   






















一  専ら従業員の慰安のために行われる運動会、演芸会、旅行等のために通常要する費用   
二  飲食その他これに類する行為のために要する費用（専ら当該法人の法人税法第 2 条
第 15 号 に規定する役員若しくは従業員又はこれらの親族に対する接待等のために支出す
るものを除く。）であつて、その支出する金額を基礎として政令で定めるところにより計算
した金額が政令で定める金額以下の費用  
三  前 2 号に掲げる費用のほか政令で定める費用」 
 また、租税特別措置法施行令第 37 条の 5 においては、交際費等の範囲について、次の
ように規定している。 
「法第 61 条の 4 第 3 項第 2 号 に規定する政令で定めるところにより計算した金額は、同
号 に規定する飲食その他これに類する行為のために要する費用として支出する金額を当
該費用に係る飲食その他これに類する行為に参加した者の数で除して計算した金額とし、
同号 に規定する政令で定める金額は、5 千円とする。  














61 の 4（1）－1 は、次のように定めている。 









 これは、租税特別措置法第 61 条の 4 第 3 項に定義された交際費等の範囲が、一般的な
交際費の概念よりも範囲が広いといわれているため、①～⑤までの科目に属する性質のも
のは、交際費の範囲から除かれると明示しているものである16。 
また、交際費等に含まれる費用の例示として、措通 61 の 4（1）－15 は、次のように定
めている。 
「次のような費用は、原則として交際費等の金額に含まれるものとする。ただし、措置
法第 61 条の 4 第 3 項第 2 号の規定の適用を受ける費用を除く。 
① 会社の何周年記念又は社屋新築記念における宴会費、交通費及び記念品代並びに新
船建造又は土木建築等における進水式、起工式、落成式等におけるこれらの費用（こ





                                                   




③ 得意先、仕入先等社外の者の慶弔、禍福に際し支出する金品等の費用（61 の 4（1）





















う応に要した費用で 61 の 4（1）－1 の①から⑤までに該当しないすべての費用」 
 この取扱いにおいては、原則として、交際費等の金額に含まれる費用が例示されている
が、これらの費用に該当するものであっても、単独で行われていると認められる飲食等に
































                                                   
17 前出（16）494 頁 
18 前出（16）495 頁 
19 前出（16）495 頁 
20 前出（16）496 頁 





























                                                   
22 前出（16）496 頁 
23 前出（16）496 頁 
24 前出（16）497 頁 
25 前出（16）497 頁 































・売上割戻し等と交際費等との区分（措通 61 の 4（1）－3） 
                                                   
























が尐額（おおむね 3,000 円以下）である物品（以下 61 の 4(1)－5 において「尐額物品」と






                                                   
28 前出（16）469 頁 
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29 前出（16）470 頁 
30 前出（16）470 頁 
31 前出（16）470 頁 

















・売上割戻し等の支払に代えてする旅行、観劇等の費用（措通 61 の 4(1)－6） 














                                                   






・事業者に金銭等で支出する販売奨励金等の費用（措通 61 の 4(1)－7）  
「法人が販売促進の目的で特定の地域の得意先である事業者に対して販売奨励金等として
金銭又は事業用資産を交付する場合のその費用は、交際費等に該当しない。ただし、その

















・情報提供料と交際費等との区分（措通 61 の 4(1)－8） 
「法人が取引に関する情報の提供又は取引の媒介、代理、あっせん等の役務の提供（以
下 61 の 4(1)－8 において「情報提供等」という。）を行うことを業としていない者（当該
取引に係る相手方の従業員等を除く。）に対して情報提供等の対価として金品を交付した場
合であっても、その金品の交付につき例えば次の要件のすべてを満たしている等その金品
                                                   
34 前出（16）474 頁 































・災害の場合の取引先に対する売掛債権の免除等（措通 61 の 4(1)－10 の 2） 
                                                   
36 前出（16）477 頁 
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「法人が、災害を受けた得意先等の取引先（以下 61 の 4(1)－10 の 3 までにおいて「取
引先」という。）に対してその復旧を支援することを目的として災害発生後相当の期間（災
害を受けた取引先が通常の営業活動を再開するための復旧過程にある期間をいう。以下 61






















・取引先に対する災害見舞金等（措通 61 の 4(1)－10 の 3） 
「法人が、被災前の取引関係の維持、回復を目的として災害発生後相当の期間内にその
取引先に対して行った災害見舞金の支出又は事業用資産の供与若しくは役務の提供のため
                                                   
37 前出（16）483 頁 











した従業員等に供与する物品並びに令第 133 条に規定する使用可能期間が 1 年未満




















                                                   































                                                   
40 前出（16）487 頁 
41 前出（16）488 頁 
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(注) ①に定める金品の交付に当たっては、同条第 1 項の規定により所得税の源泉徴収を
しなければならないことに留意する。」 












・特約店等の従業員等を対象として支出する報奨金品（措通 61 の 4(1)－14） 
「製造業者又は卸売業者が専ら自己の製品等を取り扱う特約店等の従業員等に対し、そ
の者の外交販売に係る当該製品等の取扱数量又は取扱金額に応じてあらかじめ明らかにさ












                                                   































                                                   
43 前出（16）491 頁 

















 広告宣伝費と交際費等との区分については、次のような取扱いが定められている。  














                                                   



























・カレンダー、手帳等に類する物品の範囲（措通 61 の 4(1)－20） 
「措置法令第 37 条の 5 第 2 項第 1 号に規定する「これらに類する物品」とは、多数の
者に配付することを目的とし主として広告宣伝的効果を意図する物品でその価額が尐額で
あるものとする。」 
                                                   
46 前出（16）479-480 頁 
































                                                   






























・会議に関連して通常要する費用の例示（措通 61 の 4(1)－21） 
                                                   
49 前出（16）481-482 頁 




えない飲食物等の接待に要する費用は、原則として措置法令第 37 条の 5 第 2 項第 2 号に
規定する「会議に関連して、茶菓、弁当その他これらに類する飲食物を供与するために通
常要する費用」に該当するものとする。 
(注) 1 会議には、来客との商談、打合せ等が含まれる。 















する費用など）については、1 人当たり 5,000 円超のものであっても、その費用が通常要
する費用として認められるものである限りにおいて、交際費等に該当しない52。 
 





                                                   
51 前出（16）506 頁 





















・交際費等の支出の意義（措通 61 の 4(1)－24） 







 ①に関連し、資産の取得原価額等に含まれている交際費等がある場合措置法通達 61 の
4(2)－7 の取扱いによることになる54。 
                                                   
53 前出（16）501 頁 
54 前出（16）512 頁 
40 
 
・原価に算入された交際費等の調整（措通 61 の 4(2)－7） 
「法人が支出した交際費等の金額のうちに棚卸資産若しくは固定資産の取得価額又は繰延
資産の金額（以下 61 の 4(2)－7 において「棚卸資産の取得価額等」という。）に含めたた
め直接当該事業年度の損金の額に算入されていない部分の金額（以下 61 の 4(2)－7 におい
て「原価算入額」という。）がある場合において、当該交際費等の金額のうちに措置法第
















・交際費等の支出の相手方の範囲（措通 61 の 4(1)－22） 






                                                   
55 前出（16）517 頁 
56 前出（16）507 頁 
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・交際費等の支出の方法（措通 61 の 4(1)－23） 










(注) 措置法令第 37 条の 5 第 1 項に規定する「飲食その他これに類する行為のために要す
る費用として支出する金額」とは、その飲食等のために要する費用の総額をいう。したが
















                                                   
57 前出（16）508 頁 
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第 2 章 諸外国との比較 


























                                                   
58 千田裕、田中由美恵「諸外国における交際費」『認定賞与・寄附金・交際費等の総合的検討』
日本税務研究センター編 財経詳報社（平成 16 年）300 頁 
59 前出（58）303 頁 




























金算入を定めた 1986 年の改正税法（1986 Tax Reform Act(1986TRA)）において、「食費
とは、事業上の顧客を会社の敷地内、レストラン、ビジネス会議、ビジネス・ランチ等で
もてなした際の食事代及び飲物代を含む。」と規定している。食費は交際費同様、まず IRC









































 まず、交際費を損金算入するためには、IRC 第 162 条に掲げる損金算入の一般原則を満
たさなければならない。すなわち、その費用が通常かつ必要であり、金額も妥当であり、
事業あるいは利益を生ずる活動に伴って発生したものでなければならない。「通常かつ必


















                                                   
61 前出（58）303-307 頁 
62 前出（58）301 頁 
63 前出（58）301-302 頁 




判定するために、4 つのテスト（総称して「能動的事業討議テスト」“Active Business 
























 IRC 第 162 条の「通常かつ必要」、第 274 条の「事業との直接的な関係」又は「事業と
の関連性」テストをクリアした後、3 番目に満たさなければならない要件は、第 274 条（d）
の証明要件である。納税者は、交際接待等の金額、行われた日付、時間及び場所、目的、
                                                   






























                                                   
66 前出（58）303 頁 
67 前出（58）307 頁 































                                                   
69 前出（58）339-340 頁 









 納税者の従業員以外の者に対するギフトで、1 人年間 40 ユーロを超える場合は損金不算
入とされる。ギフトについては、交際費同様、他の事業経費とは区別して独立した勘定に





















                                                   








① 交通費    航空券代、電車賃、タクシー代、ガソリン代等 
② 食事手当   出張中の食費を補填するための手当て 
② 宿泊費    純粋な宿泊費 







第 3 節 イギリス 
1．概要 
 イギリスにおいては、1988 年の所得税及び法人税を改正する法律（Income and 






と（incurred for the purpose of the trade）、専らその全額が事業目的で発生していること
（wholly and exclusively so incurred）、その費用が資産の価値を高める性質ではなく、収
益を得る目的で発生していることである74。 
                                                   
72 前出（58）342-343 頁 
73 前出（58）318 頁 































                                                   
75 前出（58）318-319 頁 
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79 前出（58）322 頁 
80 前出（58）329 頁 
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① 波止場に停泊しているヨットを事務所使用目的で改良した場合、それに係る費用  
② 従業員、役員又は第三者が通常の賃貸料若しくはそれに相当する金額を支払って利
用する、会社の別荘等に係る費用 
 また、税務当局は、通達 4C-426No.8 に規定されているスポンサー活動の範囲において、
専ら宣伝の目的のみに使用されるレースボート及びレースカー等の特殊なケースに対して







                                                   
84 前出（58）331 頁 
85 前出（58）332 頁 
57 
 











いう点も異なる点である。アメリカにおいては、IRC 第 274 条により、法定の手段によっ
て立証されたもののみが、損金算入することができるとされている。また、ドイツにおい



















第 3 章 交際費課税の問題点 
 























                                                   
86 この文言は、昭和 51 年度、昭和 54 年度、昭和 56 年度、昭和 57 年度の各税制改正に関す
る答申において述べられている。 
税制調査会「昭和 51 年度税制改正に関する答申」（昭和 50 年 12 月 23 日）第 2 の 3 
 税制調査会「昭和 54 年度税制改正に関する答申」（昭和 53 年 12 月）第 2 の 1 の（4） 
 税制調査会「昭和 56 年度税制改正に関する答申」（昭和 55 年 12 月 20 日）第 2 の 8 の（2） 
税制調査会「昭和 57 年度税制改正に関する答申」（昭和 56 年 12 月）第 2 の 3 































                                                   
88 品川芳宣「法人税の課税所得の本質と企業利益との関係」『税大論叢 40 周年記念論文集』（平





















一  専ら従業員の慰安のために行われる運動会、演芸会、旅行等のために通常要する費用   
二  飲食その他これに類する行為のために要する費用（専ら当該法人の法人税法第 2 条
第 15 号 に規定する役員若しくは従業員又はこれらの親族に対する接待等のために支出す
るものを除く。）であつて、その支出する金額を基礎として政令で定めるところにより計算
した金額が政令で定める金額以下の費用  
三  前二号に掲げる費用のほか政令で定める費用」 
 この規定から、交際費等の支出の対象となる者、すなわち「…その他事業に関係のある
者等」には、支出する法人の従業員や役員も含まれるものと解されている（特に、前述の
1 号及び 2 号のアンダーラインの部分の規定からそのように解される。） 
 なお、従業員や役員が交際費支出の対象となるとされた判決として、神戸地裁平成 4 年
11 月 25 日判決（税務訴訟資料第 193 号 516 頁）がある。これは、従業員の慰労のために
                                                   
89 前出（3）21 頁 
61 
 













税を行うこととしている（所法 36①②、28①、所基通 36－15 等参照）。そうすると、従
業員や役員に対して支出した交際費等については、法人税が課税されるとともに所得税が
課税されるという二重課税問題が生じる。 





 第 2 章で述べたように、諸外国においては、交際費課税において中小企業に対する特例

















平成 15 年改正では、年 400 万円という定額控除を適用する法人の資本金を 5,000 万円か







 平成 18 年度の改正で交際費等の範囲から、1 人当たり 5,000 円以下の飲食費（社内飲食
費は交際費となる）が除外されることになった。具体的には、租税特別措置法第 61 条の 4
第 3 項第 2 号において、「飲食その他これに類する行為のために要する費用（専ら当該法
人の法人税法第 2 条第 15 号 に規定する役員若しくは従業員又はこれらの親族に対する接
待等のために支出するものを除く。）であつて、その支出する金額を基礎として政令で定め
るところにより計算した金額が政令で定める金額以下の費用」について交際費等から除外
された。除外される政令で定める金額は、1 人当たり 5,000 円ということになっている。  




記載された書類を保存していることが必要である。（措規則 21 の 18 の 4） 
 この軽減規定は、企業の大小を問わない措置であり、法人の資本金等の額の大小にかか
                                                   
90 前出（3）18 頁 
91 前出（13）22-23 頁 
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第 2 節 解釈上の問題点 
1．交際費等の意義 




















                                                   
92 二ノ宮伸幸「平成 18 年度改正における交際費課税のポイント」税務弘報（2006 年 4 月）
99 頁 
































                                                   






























                                                   
95 前出（13）271 頁 
96 前出（13）271-272 頁 
















裁平成 14 年 9 月 13 日判決（税務訴訟資料第 252 号順号 9189）は、新二要件説を採用し
たものと解されており、当該英文添削料の差額を交際費等に該当するものとして判定して、
当該課税処分を適法なものと判示した。これに対し、控訴審の東京高裁平成 15 年 9 月 9









からは、アメリカの添削業者に対して支払っていた添削料金の 3 分の 1 程度収受していて、
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第 4 章 交際費課税のあり方 
 
第 1 節 課税制度のあり方 
1．問題の集約 























































                                                   
102 前出（3）36 頁 
103 武田昌輔「交際費課税のあり方について」『日税研論集 vol.11』(平成元年) 日本税務研究






























                                                   
104 渡辺淑夫「第 10 章交際費・寄附金課税」『企業課税の理論と課題（二訂版）』 
税務経理協会（平成 19 年）372 頁 
105 八ツ尾順一「交際費（第 4 版）」中央経済社（平成 16 年）7 頁 




























                                                   
107 前出（105）11 頁 
108 前出（3）35 頁 
109 前出（3）5 頁 
110 中小企業総合事業団「中小企業におけるコーポレート・ガバナンス」 
平成 13 年度 中小企業動向調査（2002 年 3 月）110 頁 







 平成 18 年度の改正で、従来、交際費等に該当していた飲食費（社内飲食費を除く）の













第 2 節 解釈のあり方 










                                                   































                                                   
113 品川芳宣「租税法律主義と税務通達」ぎょうせい（平成 15 年）34 頁 

























第 3 章第 2 節 3 で述べたように、交際費等の判定要件は、学説、判例の変遷を経て、三
要件説に落ち着いていると言える。この三要件説については、前掲の東京高裁平成 15 年 9
月 9 日判決において採用されており、大方の賛成を得ている。また、当該判決の概要につ
いては、第 3 章第 2 節 3（2）において検討したように、当該事案に応じて適切なものと考
えられる。したがって、今後ある費用が交際費等に該当するか否かが問題になった場合に
は、この三要件説に沿った検討が望まれる。 
                                                   
115 前出（113）161 頁 
116 前出（113）160 頁 
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 交際費課税の現状と問題点として、第 1 章では我が国の交際費課税の実態を昭和 29 年
の制度創設から現在に至るまでの沿革、現行規定の概要として法令の規定、通達の取扱い
をみてきた。第 2 章では、諸外国の交際費課税制度と我が国の制度との比較をした。第 3
章において、制度上の問題点として、①損金不算入制度、②交際費等の範囲、③中小法人
の特例、④飲食費の軽減の 4 つの問題点を挙げた。解釈上の問題点として、交際費等の意
















一  専ら従業員の慰安のために行われる運動会、演芸会、旅行等のために通常要する費用   
二  飲食その他これに類する行為のために要する費用（専ら当該法人の法人税法第 2 条
第 15 号 に規定する役員若しくは従業員又はこれらの親族に対する接待等のために支出す
るものを除く。）であつて、その支出する金額を基礎として政令で定めるところにより計算
した金額が政令で定める金額以下の費用  
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